
 

経営戦略情報 2007 年 4 月 26 日 全 3頁

わが国の株主総会およびＩＲ活動の実態 
～2006 年ＪＣＧＲアンケート調査より⑥～ 

 
経営戦略研究所

藤島 裕三
 

【要約】 

■ 株主総会の開催日について、全体の半数近い企業が、集中日を避けて設定していない。また

平均開催時間も過半数が 1 時間未満で、株主の声を聞く姿勢が十分とはいい難い。 

■ ＩＲの目的として、多くは「正確な自社の姿を伝えること」「適正な株価形成を促すこと」

を標榜している。「資本コストを最小化すること」を挙げる企業は見られない。 

■ 大多数の企業はＩＲ担当組織を設置しており、ＣＥＯが株主やアナリストに面談するなど、

ＩＲ活動には積極的である。ＣＥＯ自身による海外ＩＲは、取り組みに差がある。 

 

 

【はじめに】 

ＪＣＧＲ（日本コーポレートガバナンス研究所、若杉敬明理事長）は、毎年、東証一部上場企業を

対象として、コーポレートガバナンスに関するアンケート調査を行っている。2006 年度も 8 月始め

から 10 月下旬にかけて第 5 回調査を実施し、回答企業のガバナンスをＪＣＧIndexとして数値化、こ

れに基づいて各種の分析を試みている（http://www.jcgr.org/jpn/survey/survey.html）。 

本稿は、ＤＩＲ経営戦略研究所がＪＣＧＲの協力を得て、当社客員研究員である若杉理事長の指導

の下、第 5 回調査のアンケート結果を集計・分析することにより、わが国企業におけるコーポレート

ガバナンス像を読み取ろうとするものである。 

第六回目は「わが国の株主総会およびＩＲ活動の実態」と題して、株主に開かれた株主総会の設営・

運営が行われているか、企業ではＩＲ活動に取り組む目的をどのように捉えているのか、ＩＲを実施

するために必要な組織やＣＥＯの姿勢は伴っているか、などについて考察する。 

なお当調査の回答企業（312 社）は全東証上場企業と比較して、総資産と売上高および従業員数の

平均規模が 2 倍以上である。したがって本稿は全上場企業ではなく、一定以上のビッグプレイヤーに

関して、コーポレートガバナンス実態を記述していると理解するのが適切だろう。 

※ＪＣＧＲ調査の概要およびＪＣＧIndex を用いた分析については、拙稿「企業業績はガバナンスと

相関するのか？」（2007 年 3 月 30 日付 経営戦略情報）を参照されたい。 

このレポートは、投資の参考となる情報提供を目的としたもので、投資勧誘を意図するものではありません。投資の決定はご自身の判断と責任でなさ

れますようお願い申し上げます。記載された意見や予測等は作成時点のものであり、正確性、完全性を保証するものではなく、今後予告なく変更され

ることがあります。内容に関する一切の権利は大和総研にあります。事前の了承なく複製または転送等を行わないようお願いします。 

http://www.jcgr.org/jpn/survey/survey.html
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（１）株主総会の設営および運営 

上場企業にとって株主総会は、コーポレートガバナンスの主体である株主と直接、対話を持つこと

ができる、重要かつ貴重な機会である。わが国は 3 月決算の企業が多いため、株主総会の開催時期は

6 月下旬にピークを迎えるが、ひとりでも多くの参加を得るための工夫が求められる。しかし、いわ

ゆる「集中日」を避けているのは、未だ回答企業の半数強に止まっている。 

また開催時間についても、株主との意思疎通を

尽くすため、相応の余裕を確保する必要がある。

図表１によると、30 分以上・1 時間未満の企業が

最も多く、全体の 50％近くを占めている。これに

30 分未満を含めれば、過半数の株主総会は数十分

単位に止まることになる。 

図表１ 株主総会の開催時間 

（出所：ＪＣＧＲ） 

0 20 40 60 80 100 120

0.0-

0.5-

1.0-

1.5-

2.0-

3.0-

4.0-

（時間）

（社）

30～40 分程度の時間は、議案の説明と採決には

十分だろう。しかし、中期的な戦略や見通しをプ

レゼンテーションしたり、質疑応答に十分な時間

を割いたりするなど、株主とのコミュニケーショ

ンを促進するには心もとない。本調査は株主懇親

会など別枠のイベントまでは把握していないが、

各企業には積極的な工夫が期待される。 

なお本調査は、インターネット活用に関しても

質問を設けている。これによると、ホームページ

を通じて議案を事前入手できるのは約半数、議決

権電子行使が可能なのは 1/3 強に止まっている。

やはり改善余地は大きいといえよう。 

 

（２）ＩＲ活動に取り組む目的 図表２ ＩＲに取り組む目的 

（出所：ＪＣＧＲ） 
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株主とコミュニケーションを図る上で、株主総

会と並ぶ重要な媒体にＩＲ活動がある。これにつ

いて、企業はどのような目的を持って実施してい

るのか、図表２は明らかにしている。 

最も多いのは「株主に正確な自社の姿を伝える

ため」とするもので、全体の 6 割近くに達してい

る。次いで「適正な株価形成を促すこと」が 1/3

超となっている。いずれも、ＩＲ活動に際しては

最も基本とするべき姿勢であり、上場企業として

好ましいスタンスだといえよう。 

またガバナンスの観点としては、情報の非対称

性を可能な限り解消することで、株価変動リスク

を極小化するという、「資本コストの最小化」も

望ましいだろう。もっとも、これを挙げた回答企

業はなかった模様である。 
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（３）ＩＲ活動を実施する体制 

ＩＲ活動を展開する際においては、その役割および目的の重要性を鑑みて、担当する組織を明確に

しておくべきである。本調査によると、ほとんど全ての回答企業が担当組織を設置している。具体的

な組織名などは明らかになっていないが、独立した「ＩＲ部」や「ＩＲ室」などの他、経営企画部や

広報部といった部署が担当していることが多いと推測される。 

また本調査では、ＣＥＯがＩＲに取り組む姿勢を測るため、株主やアナリストと定期的に面談して

いるかを聞いている。図表３によると、国内で定期的に株主やアナリストなどとミーティングの機会

を持っているＣＥＯは、全体の 9 割近くに達する。一方、海外ロードショーまでＣＥＯ自ら出向いて

いる例は、約 1/3 に過ぎない。回答企業の外国人株主比率などにもよるが、グローバルベースのＩＲ

活動については、取り組みに格差が存在するとはいえよう。 

図表３ ＣＥＯ自身による面談     図表４ インターネットでの公開 
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                 （出所：ＪＣＧＲ） 

図表４は、企業ホームページのＩＲサイトなど、インターネットを通じた情報提供の取り組み状況

を表している。これによると、財務諸表はほぼ全ての企業が公開しており、インターネットＩＲでは

デファクトスタンダードになっているといえよう。さらに、ＩＲミーティングの資料を公開している

企業も、全体の約 6 割にまで達している。 

 


